
1.役所調査の流れ

役所調査を行う上で以下の流れにて調査を行います。

2.役所調査の内容

1）調査地の確認

調査地の確認内容は、敷地の形状や敷地内の建物及び工作物（擁壁等）

及び前面道路の幅員並びに生活パイプライン等の確認をする。

2）法務局での調査

法務局での調査内容は、調査地の公図・地積測量図・謄本・要約書

を取得する。

3）役所での調査

役所での調査内容は、建築を行う際の各関係法令ついての確認をする。

調査地の確認

法務局での調査

役所での調査



3.建築に際しての関係法令

建築に際して、主な関係法令は

・都市計画法

・建築基準法

・道路法

・宅地造成等規制法

・土地区画整理法

・河川法

・農地法

・各県の建築基準条例

・各都道府県及び各市町村の中高層紛争条例

等の法令及び条例があります。

この中で一番重要なのは、都市計画法と建築基準法になります。

4.関係機関での調査内容

法務局

前項で述べた公図・地積測量図・謄本・要約書等が取得できます。

市役所の各担当課

関係法令を担当している課は、各市町村で名称が違いますので

調査を行う前に案内所で、調査を行う課の名称と位置を

確認する必要があります。

都市計画課（主に都市計画法を担当しています）

都市計画法上の規制・建蔽率・容積率・防火区域・地区計画

・土地区画整理法等を確認で着ます。

建築指導課（主に建築基準法を担当しています）

建築基準法上の規制・同法22条区域・建築協定等を確認できます。

宅地課（開発行為及び宅地造成等規制法を担当しています）

開発行為及び宅地造成規制法等を確認できます。

道路管理課

前面道路の名称・道路番号・道路幅員・道路査定などが確認できます。

その他下水道については、下水道維持課へ行って下さい。



下水道維持課

下水の本管と引込菅の口径等の確認が出来ます。

水道局

水道の本管と引込菅の口径や管種等の確認が出来ます。

生涯学習課

調査地が周知の埋蔵文化財内に位置しているか確認が出来ます。

その他の関係法令については、各担当をしている管轄化へいって下さい。

役所調査は、上記の内容の通り調査地で建築を行う際の規制法令や、

条例等を確認して建築計画の事前調査になります。



1.法務局調査とは

・調査地の土地や家屋の所有権や土地の面積、登記されている土地の地目などを

　確認する調査です。

・土地や家屋の所有権等を確認する方法としては、公図・地積測量図・全部事項

　証明書・要約書等を法務局で取得して確認します。

　　・公図とは、公に出されている土地の地図です。

　　・地積測量図とは、土地の寸法や面積について記載されている図面です。

　　・全部事項証明書とは、土地の所有権や抵当権、地目、面積等が記載されて

　　　いる書類になります。

　　・要約書とは、今現在の土地所有者や地目、面積等が記載されている書類

　　　になります。





2.都市計画区域とは

・日本の国土は、都市計画区域と都市計画区域外に分かれております。

・都市計画区域内とは、市街地を含む都市を総合的に整備・開発・保全が

　必要とする区域です。その他を都市計画区域外となります。

・都市計画区域内には、市街化区域と市街化調整区域があります。

　又、市街化区域と市街化調整区域を分ける事が線引きといいます。

　尚、市街化区域と市街化調整区域を分ける事が出来ない区域を

　非線引き区域といいます。

国交省ホームページより引用



3.用途地域とは

・都市計画区域の市街化区域では、用途地域が定められております。

・用途地域が定められる事により秩序よく市街地を形成する事ができます。

・用途地域で定められている種類は、以下の12種類になります。

国交省ホームページより引用



4.都市計画道路とは

・都市整備に伴い、交通の円滑な処理及び防災機能や環境保全機能

　の兼ね備え人々が安全に生活を送れる様、基盤整備施設です。

・都市計画道路は、都市基盤計画を行った時に計画されて道路です。

・都市計画道路の計画地内でも建築は、出来ますが建築制限がかかります。

　例えば、地階を有しない3階以下の建築や建物の主要構造部を木造・鉄骨造

　等の解体が簡易に行える構造にする建築などの建築制限があります。

5.区画整理法とは

・土地の交換を行う換地方式により土地の区画形質を変更して、減歩によって

　道路や公園などの公共施設の整備して残った土地の利用価値を高めて

　健全な市街地とする整備方法です。

・区画整理法を用いて施行する事業主は、土地区画整理組合・地方公共団体

　（市町村等）・都市再生機構などが行っております。

・土地を交換して造成後に提供受けた土地の所を換地といい、登記されるまでは

　仮換地といいます。

　又、減歩された土地を保留地といいます。

　保留地で道路や公園など公共施設の用地を確保後に残った土地を第3者へ

　売買されます。

・区画整理の造成時に建築を行う場合には、土地区画整理法第76条の申請が

　必要になります。

安城市ホームページより引用



6.地区計画とは

・地区ごとの特性に応じた良好な都市環境整備と保全を図る為に必要なきめ

　細かい方針やルールを市町村が主体で定めた内容の事です。

・地区計画での内容としては、建蔽率・容積率・建築高さ等や外壁の色彩・

　工作物の構造・最低敷地面積が定められています。

・地区計画内で建築を行う場合には、届出書の提出が必要になります。

　又、各市町村では、条例等で地区計画を定めている場合にがありますので

　各市町村で確認が必要です。

東京都ホームページより引用



7.建築協定とは

・市町村の条例で建築協定を締結できる旨を定められた区域に限って制定できる

　もので、住民たちが自主的に、建築基準法の基準を超える建築の基準を定める

　ことができる制度です。

　内容は、建築物の壁面後退量・用途・形態・意匠等に関する基準を定めています。

　又、建築協定の有効期間や建築協定違反があった場合の措置についても

　定める事ができます。

芦屋市ホームページより引用



8.防火地域とは

・建築物の構造等を規制し、誘導する事により火災の延焼拡大を抑制

　して安全な町づくりを目指す地域を言います。

・防火地域は、主に駅周辺の商業系の用途地域や建物が密集している地域に

　指定されております。

・準防火地域は、主に商業地域及び近隣商業地域で木造建物が密集している

　地域に指定されております。

・防火地域内の建築物は、原則として耐火建築物としなければなりません。

　例外として、階数が2以下で、かつ延べ面積が100㎡以下の小建築物に

　限っては1ランク下の準耐火構造物とすることが義務づけられています。

・準防火地域内では、階数が2以下で、かつ、延べ面積が500㎡以下の建築物

　は木造でも可能ですが、屋根への不燃材使用と、外壁・軒裏は防火構造と

　しなければなりません。

・耐火構造とは、壁、柱床その他の建築物の部分の構造のうち、耐火性能

　（通常の火災が終了するまでの間、火災による建築物の倒壊および延焼

　を防止するために建築物の部分に必要とされる性能をいう）に関して一定

　の技術的基準に適合する鉄筋コンクリート造、れんが造その他の構造で、

　国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの、または国土交通大臣

　の認定を受けたもの。

・準耐火構造とは、壁、柱、床その他の建築物の部分の構造のうち、準耐火

　性能に関して政令で定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣

　が定めた構造方法を用いるもの。壁又は国土交通大臣の認定を受けたもの。

・耐火建築物とは、主要構造部が耐火構造であるか、又は政令で定める技術

　的基準に適合するもので、外壁の開口部で延焼のおそれのある部分に防火

　設備を設けたもの。

・準耐火建築物とは、耐火建築物以外の建築物で、主要構造部が準耐火構造

　であるか、又は主要構造部が準耐火構造以外の建築物で、準耐火構造のもの

　と同等の準耐火性能を持ち、主要構造部の防火について政令の基準に合うもの。

・防火構造とは、木造の外壁や軒裏を燃えにくい材料で覆って延焼の防止を

　図った構造のこと。

9.建築基準法22条・23条区域とは

・防火・準防火地域は、市街地大火の発生を防止しようとするのに対し、法22条、

　23条指定地域は、近隣で発生した単発的な火災による延焼を防ぐためのものです。

　法22条は屋根への不燃材使用を、法23条は外壁材を準耐火性能を有する構造と

　する必要があります。



10.建蔽率とは

・敷地の面積に対して建築が可能な面積の割合です。

建築面積（B)／敷地面積（A)

　　　　　　　　＝建蔽率

・調査地が、建築基準法の道路や公園などに敷地が挟まれている時は条件によって

　緩和を受ける事ができます。このことを角地緩和といいます。

　角地緩和は、10％の加算されます。

建蔽率（A％）＋角地緩和（B％）

　　　　　　　　＝合算建蔽率

・調査地の敷地内で用途の境がある場合には、それぞれの用途に対しての面積と

　建蔽率の加重平均によって建蔽率が確定されます。

　　　　　　　　　　=加重平均による建蔽率

敷地面積（A)＋敷地面積（B)

敷地面積（A)×建蔽率（A％）＋敷地面積（B)×建蔽率（B％）



11.容積率とは

・敷地の面積に対して延べ床面積の割合です。

・調査地の前面道路の幅員幅により、容積率の制限があります。

　容積率の制限

・住居系（第1種低層住居専用地域や第1種中高層住居専用地域など）

前面道路の幅員（W）×0.4×100＝容積率

・商業系（商業地域や工業地域や用途の指定が無い区域など）

前面道路の幅員（W）×0.6×100＝容積率

　※尚、この割合係数（0.4や0.6）に関しては、基本の数値になります。

　　調査地の場所によっては、割合係数の数値が異なります。

12.外壁後退とは

・敷地の境界から外壁（壁面）までの後退距離の事です。

・外壁後退を設ける事にやり住環境の向上につながります。

・外壁後退の距離は、地域によって異なります。



13.建築基準法の道路とは







14.斜線規制とは

・斜線規制には、道路斜線・北側斜線・隣地斜線・高度斜線があり用途地域に

　よって使用する斜線規制は違ってきます。

・道路斜線とは

　・前面道路の反対側の境界線から斜線によって建築物の高さを制限するものです。

・北側斜線とは

　・敷地の北側の境界線から一定の高さから斜線によって建築物の高さを制限

　　するものです。日照権の紛争を少なくするために導入された制限です。



・隣地斜線とは

　・隣地の日照及び通風などの環境確保のため設けられているもので、建物

　　の高さを隣地境界線から一定の高さから斜線によって建築物の高さを制限

　　するものです。

・高度斜線とは

　・北側隣地の日照保護、通風などを強力に保護するため、北側斜線制限より

　　一層厳しい制限が付加されます。

15.高さ制限とは

・低層住居専用地域内においては、その地域の特性上、建築物の高さは

　10m又は12mに制限されています。



16.開発行為とは

・主として、建築物の建築、又は特定工作物の建設のように供する目的で行う、

　土地の区画形質の変更をいう。

　特殊工作物の例：コンクリートプラント、ゴルフコース、１ha以上の野球場、

　　　　　　　　　　　　庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園その他の運動場、

　　　　　　　　　　　　レジャー施設、墓園等

　区画形質とは、「区画」・「形状」・「性質」の事を言います。

　区画形質の変更とは

区画 → 道路などを造ること

形状 → 切土及び盛土を行う造成のこと

性質 → 登記簿の地目の変更や宅盤を変更すること

17.宅地造成等規制法とは

・この法律に位置する区域では、宅地以外の土地を宅地にするための造成し

　または宅地において行う土地の形質変更を行う事です。

　宅地造成等規制法に該当する条件としては、以下の通りです。

　　　・切土により高低差が2ｍ以上の斜面が出来る場合

　　　・盛土により高低差が1ｍ以上の斜面が出来る場合

　　　・切土及び盛土の高低差が2ｍ以上の斜面が出来る場合

　　　・切土及び盛土の造成面積が500㎡以上ある場合

・工事を行うには、都道府県の知事の許可が必要になります。



18.がけ条例とは

・各都道府県や各市町村で建築基準条例によってがけ条例が定められております。

・「がけ」とは、土地の高低差が2ｍ超えかつ斜面の傾斜角度が30°を超える箇所

　の事を言います。

・がけ条例に該当する場合の主な対応策としてはいかの方法があります。

　・土地の高低差に対して水平距離で1.5～2.0倍の範囲内には建築等をしない。

　・安息角度（地質によって角度が違う）内に建物の基礎や建物と一体化の杭などを

　　設置する。

千葉県ホームページより引用

19.設備に関する調査

・建築を行う際には、生活パイプライン（汚水・雨水・雑排水・水道・ガス）が必要に

　なり調査地のどの位置に管が埋設されているか調査が必要になります。

　又、本管の口径や取出し管の口径や管種を調査してきます。

・生活パイプラインを使用するには、加入負担金・分担金等の金額がかかりますので

　その金額も調査してきます。

20.埋蔵文化財とは

・地中の中にある文化財のことを言います。

・文化財は、土器・石器・金属器や古墳・城跡・貝塚などの事です。

・埋蔵文化財が地中の中に埋まってそうな土地として公表されている土地を

　周知の埋蔵文化財包蔵地といいます。

・埋蔵文化財包蔵地内で建築を行う時は、試掘調査が必要になります。



21.農地転用とは

・現状又は登記簿上の地目が畑や田のときに建築を行う為に宅地に変更することです。

・農地を変更するには、農地法4条又は5条の許可申請が必要になります。

・農地法の申請は、各市町村の農業委員会で検討・確認をし各都道府県の知事

　の許可を得る事が必要になります。

22.送電線下又は付近では

・送電線下又は付近での建築では、送電線より一定の離隔距離を取って建築及び

　工事をする必要があります。

・主に送電線を管轄しているのが、電力会社又はNTTになりますので建築や工事を

　行う時には、事前相談や立会いをし安全性を確保する必要があります。


